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成果事例
県内情報通信企業の製品・サービス・技術の高度化
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ビジネス構築ステージ

事業の目的

県内IT事業者が有するデジタル技術を新ビジネスに活用する際に必要な技術的課題の抽出や
事業化に向けたパートナー企業との提携、テストマーケティング等ビジネスプランの構築・検証に
対する費用の一部を補助します。

事業の概要

補
助
内
容

対   象
補 助 限 度 額
補 助 率
事 業 期 間

①
②
③
④

設立1年以上の県内情報通信関連企業 (企業規模、従業員数に制限はありません)

3,000千円（消費税及び地方消費税は含みません）
補助対象事業費の10分の8以内
交付決定の日から令和8年1月31日（土）まで

技術高度化ステージ

情報通信産業の稼ぐ力を強化するため、県内IT事業者が実施する高付加価値な

ITビジネスの開発や他産業のDXに資するデジタル技術の開発・実証等を

支援することにより、産業の高度化や労働生産性の向上を図るのが目的です。

県内IT事業者が提供する製品やサービス、独自のシステムに関する技術的課題の解決に向け、
先端的技術（AI、IoT、5G等）の導入や、既存技術に新たな機能を組み込み、技術の高度化や
サービスの差別化を図るための開発費用を補助します。

事業の概要

県内情報通信関連企業 (企業規模、従業員数に制限はありません)

上限 6,000千円（消費税及び地方消費税は含みません）
補助対象事業費の４分の３以内
交付決定の日から令和8年2月28日（土）まで

採択事業者（技術高度化ステージ）

対   象
補 助 限 度 額
補 助 率
事 業 期 間

< >

< / >

< >

< / >
①
②
③
④

補
助
内
容

構
成
企
業

■株式会社セキュアイノベーション
１．IT に関するコンサルティング  
２．経営に関するコンサルティング  
３．コンピュータシステムの企画、開発、販売及び保守

[ 事業内容 ]
代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

代表取締役社長　栗田 智明
2015 年 10 月
沖縄県那覇市上之屋一丁目 18 番 36 号 沖縄映像センタービル 3 階
098-943-2718
h t t p s : / /www . s e c u r e - i v . c o . j p /

／
／
／
／
／

脅威連携と即応分析を AI でスマート化

株式会社セキュアイノベーション

「自社情報と脅威情報のマッピング」と「ユーザー環境での簡易ファストフォレンジック」等の平時と有事それぞれの機能
有用化のための生成 AI を活用した機能高度化を行った。

 事業の目的

【令和7年度】 ICTビジネス高度化支援事業



公共施設予約システムSPMクラウド姉妹製品

SPMクラウドmini サービス概要
施設予約システム導入を加速させる

エントリーモデル

施設予約システムの導入を阻む「3つの壁」をminiで解決
「予算」「機能の複雑さ」「将来の移行リスク」という課題に対し、SPM miniは最適な解決策を提供します。

￥コストの問題
施設予約システムは導入したいが
予算の関係上、手が出せない

低価格での導入が可能
月額利用料金は
1万円未満でも利用可能です。
※ご利用になる機能により異なります。

01
  機能過多のジレンマ

機能面で重要なのは「多さ」ではな
く「運用に合った適切な機能」

段階的な機能拡張
導入初期は必要最小限の機能でス
タートし、運用に合わせて段階的に
機能を拡張することが可能です。

02
  システム移行リスク

将来、より高機能なシステムへ移行
したいが、データ移行や再設定の負
担が大きいい

シームレスな上位移行
上位版「SPMクラウド」へ
データ移行作業なしでスムーズに移
行可能（再構築不要）

03

段階的な機能拡張で課題を解決

施設の空き照会

１／３面、半面、全面

予約管理

１／３面、半面、全面

帳票出力

請求書・見積書など

オンライン予約化
利用者利便性向上

抽選機能
申込～結果通知まで

SPM mini (予算等に応じた機能の選択が可能） SPM クラウド（フル版）



ISCOハンズオン支援内容 ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

事業の成果実施内容事業の目的 事業の展望321 4

構
成
企
業

高齢化の進行に伴い、家庭や介護施設でのリハビリ需要は年々高まっています。産業用メタバース開発を手掛けるリ
アルコネクト株式会社（那覇市、坂口充代表）は医療法人おもと会と連携し、「Meta Quest 3・3S」（※）を活用した VR
リハビリプログラムの開発に着手しました。リハビリにゲーム性を採り入れ、訓練の習慣化を支援するとともに、現場
スタッフの負担軽減を図るのが狙いです。導入の壁となるコストの課題を解決するため、汎用機器の活用で低コスト
化を追求。将来的な在宅リハビリや自費サービスでの普及を見据えた、次世代型の訓練環境の構築を目指しています。
※Meta Quest 3・3S　Meta 社（旧 Facebook 社）が開発したワイヤレスの「VR ヘッドセット」。特徴は、ゴーグル越しに現実の景色が見える「パススルー機能」。手元や周囲を確認でき
るため「ふらつき」「転倒」のリスクを抑え、手軽に訓練を行えるデバイスとして医療・介護現場でも注目されている。

VR（仮想現実）リハビリテーションプログラム

在宅・現場を支える「新しいリハビリ」
汎用ゴーグルで手軽・低コスト導入めざす

実証後のアンケートでは、約９
割の利用者がVRリハビリへの
興味・参加意欲を示し、普及へ
の手応えを得ました。セラピス
トからは、レクリエーションデ
バイスとしての活用には課題
感はあるものの、うち半数から
介助者が直感的に操作できる
設計は高く評価され、介助負
担は感じにくいという結果が
得られました。
小規模施設や、在宅リハビリの
現場においても、日常のケアの
一環として訓練を継続できる
可能性を確認できました。

今後は医学的エビデンスの取
得に向けたリハビリデータ蓄積
も検討していきます。あえて非・
医療機器の枠組みで、先行他社
にはない「手軽さと低コスト」と
いう優位性を確立していきた
いと考えています。今年度内に
Metaのアプリサイトを経由し
て、クラウドベースのサブスク
リプション提供も検討していま
す。更なるコンテンツ拡充を通
じて、沖縄を起点に全国への
サービス展開を目指していきま
す。

■リアルコネクト株式会社
代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

坂口 允
2020 年 3月 16 日
〒901-0155 沖縄県 那覇市 金城 2-5-6 こすもすハイツ 103
098-857-0277
h t t p s : / /www . r e a l - c n t . n e t /

／
／
／
／
／

既存の医療機器承認を受けたVR
リハビリ機器は高額（数百万円規
模）であり、操作にも専門性を要す
るため、人手不足の現場には高い
導入障壁があります。本事業では
この課題を解消すべく、一般に市
販されている「Meta Quest 3・3S」
（約8万円・約5万円）を活用し、手
軽かつ低コストなプログラムを開
発しました。作業療法士等の知見
を反映し、脳の可塑性（脳が変化し
回復する力）を刺激するパズル、UI
設計を追求し、在宅や施設で楽し
みながら訓練を継続できる環境づ
くりを目的としました。

おもと会グループと連携し、以下の開発および実証を行いま
した。
1.汎用機器を用いた低コストなシステム開発
市販のVR端末（Meta Quest 3・3S）と一般的なWindows 
PCで動作する仕組みを構築。大型機材や専用躯体を必要と
しないため、省スペースかつ低コストでの導入が可能です。
VR映像を外部モニターへリアルタイム共有できる機能を備
え、介助者が使い慣れたPCやスマホで状況を確認しながら、
安全にリハビリをサポートできる環境をめざしました。

2.専門家と利用者の声を段階的に反映
手の「伸ばす・つかむ」動作を促す3段階のパズルを開発。リ
ハビリテーション科の作業療法士、脳卒中等で麻痺のある
方（40～80代の９人）に試作版を体験してもらいました。操
作感や達成感を高める演出（音声ガイド・動物パズル・スコ
ア表示等）についての意見を収集し、デザインや機能改良に
反映させました。

[ 事業内容 ]
当社は、バーチャルリアリティー (VR) を活用したインダストリアル
メタバースの構築を進めております。インダストリアルメタバースとは、
製造現場での効率化や可視化およびコミュニケーション、シミュレーションを
VR 空間で行える技術となります。VR を活用することで、遠隔地（海外拠点）と
言語の壁を越えて、自動翻訳、通訳しより円滑に会話をすることが可能となりま
す。また大学とも連携を図り、大学の道案内や講義、オープンキャンパスに
活用するといった VR 空間構築にも取り組んでおります。
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令和7年度ICTビジネス高度化支援事業

トライアスロンのweb運営等を手がけてきた株式会社PIXYS（石垣市、難波隆志代表）は、スポーツイベントの企画提
案、記録計測、運営をサポートしています。トライアスロン大会の運営現場では、選手管理やボランティア配置、情報伝
達 が 多 岐 に わ たり 、ア ナ ログ な 管 理 手 法 に よる 事 務 局 の 業 務 負 荷 が 課 題 とさ れてきまし た 。
これを受け、当社は「令和7年度ICTビジネス高度化支援事業」を活用し、運営業務を一元管理するクラウド型システム
「TriPortal」（トライポータル）の開発に取り組みました。

●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣ISCOハンズオン支援内容

トライアスロン運営支援ツール「TriPortal」開発運営

融資の専門性＋AI レビューで
創業者の思いを計画書に「翻訳」

事業の展望事業の目的 実施内容1
１.運営管理機能の開発
運営側の利便性向上を目的とし、選
手のエントリー管理、リザルト作
成、ボランティア配置、通知配信な
どを一元的に操作・管理できる機
能を実装しました。

２.選手向けインターフェースの構築
選手向けには専用のマイページ機
能を実装しました。スマートフォン
やPCから、自身のエントリー状況や
大会からの連絡事項、コース図など
を迅速に確認できるユーザーイン
ターフェースを構築しました。

事業の成果3
実際の大会運営フローに「Tr iPor ta l」を導入。
2025年11月16日に開催された「おきなわKINト
ライアスロン大会2025」にて、同システムの実
証を実施し、事務局によるデータ出力や通知配
信の利便性を検証。あわせて、選手552名による
マイページ登録と、重要通知の閲覧状況のモニ
タリングを実施しました。また、大会終了後のリ
ザルト公開に要する時間や、選手アンケートを
通じた操作性の評価について確認を行いまし
た。 実証の結果、連絡業務や資料配布等がシス
テム上で完結し、作業負担が大幅に軽減されま
した。特にリザルトの公開については、競技終了
後約2時間での反映が可能となりました。選手
側はマイページ登録による重要通知の閲覧率向
上が見られ、事後アンケートでは7割以上から操
作性への肯定的な回答が得られました。

個々の大会ごとに運営手法が異な
るトライアスロン大会において、当
サービスはカスタマイズ対応が可
能であり、大会公式サイトにリンク
を貼るだけで導入可能なクラウド型
システムです。1000人以下の中規模
大会や地方大会でも取り入れやす
いと思います。今後、沖縄本島・宮
古・石垣・伊是名島で開催されるト
ライアスロン大会の横展開を想定
しております。引き続き、大会の運
営効率化と品質向上に寄与し、トラ
イアスロン王国・沖縄のブランド強
化に貢献したいと考えております。

2 4
沖縄県内で開催されるトライアスロン
大会、特に地方や中規模の大会におい
ては、選手情報の管理やボランティア
の配置調整、地図の共有といった業務
が、紙媒体や表計算ソフトに依存して
いる実態がありました。これにより、運
営側では人的コストが増大し、情報伝
達の非効率さが課題となっていまし
た。選手側からも「必要な情報にアク
セスしにくい」といった懸念が示され
ており、運営・選手双方の円滑なコミュ
ニケーションを実現する体制の構築が
求められていたため、開発に着手しま
した。

■株式会社PIXYS
難波 隆志
2017年1月23日
沖縄県石垣市新川280-2
https://www.pixys.co.jp

構
成
企
業

／
／
／
／

代 表 者
設立年月
住 所
Webサイト

[事業内容]
イベントプロデュース業 　情報サービス業　映像・コンテンツ制作業
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令和7年度ICTビジネス高度化支援事業 ビジネス構築ステージ

ISCOハンズオン支援内容

事業の展望事業の目的 実施内容1 事業の成果32
①観光補助金情報サイト（観光補助金ナビ） 

②AIサービス（観光補助金AI）
 情報サイトはノーコードツール「STUDIO」を採
用し、採択事例や採択率の高い補助金情報等の
提供を計画しました。AIサービスは、ユーザーが
サイトからカスタムGPTの画面に遷移し、約10問
の設問に回答することで、
①申請書の草案　②アイデア創出
③報告書の草案　④採択後の支援
―を提案する設計です。
AIだけでは完結しない個別の課題に対しては、
人的伴走支援によって対応する体制を整えまし
た。

実証は県内の中小事業者を中心
に、士業関係者、大手旅行代理
店、自治体観光担当者など計10
社を対象に実施。 公募情報の自
動収集（スクレイピング）につい
ては予算内での構築が難しいた
め、ノウハウ等を紹介するコラム
へ変更。またＡＩ操作に不慣れな
層が想定より多かったため、運営
側がヒアリングに基づき草案を
無料で出力するフローを構築しま
した。実証ではサービス利用者満
足度75％の回答を得て、アンケー
トに基づく改善を実施しました。

令和8年度はAIサービス経由の申請目
標を10社に設定します。実証により、制
度のマニュアル理解等のニーズが高い
ことが分かったため、今後は「観光補助
金コンシェルジュ機能」等の精度向上
に注力します。補助金取得をゴールと
せず、商品開発や集客までを伴走して
事業者の自走を支援する方針です。報
酬面では、申請から採択後の事業実施
までを共に推進する共同申請モデルを
中心とし、観光特化の知見で士業との
差別化を図ります。情報発信を通じて
AIの学習事例を蓄積し、将来的には大
手支援や、補助金応募数増加を目指す
自治体向け事業の展開も視野に入れて
います。

観光事業者向けの補助金申請支援事業を展開する観光ＡＩ株式会社（那覇市、古田桂一社長、旧Lotmaim株式会社）
は、沖縄県の令和７年度ＩＣＴビジネス高度化支援事業を活用し、生成ＡＩによる申請書類の草案づくりをサポートする
補助金特化型情報サイト「観光補助金ナビ」の制作に取り組みました。同事業は当社を代表企業とする「観光補助金Ａ
Ｉコンソーシアム」（構成：ＮＯ ＭＡＲＫ株式会社）によるプロジェクトです。人手不足や専門スキル不足による中小事業
者の申請業務を支援し、採択後の人的伴走サービスを提供することを目的としています。

●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

情報サイト「観光補助金ナビ」を開発

「観光補助金ＡＩ」が申請草案作成を支援

4
年間3,000種超の補助金は大手や自治
体の採択に偏り、人手不足の中小事業
者では活用が進んでいません。既存サ
イトは観光分野の情報が乏しく、補助
額に対し士業報酬が重い点も障壁でし
た。代表の古田は前職時代、計15件の
公募・補助金採択実績を持ち、資金力
の乏しい事業者こそ補助金活用が有効
と考えています。今回、申請支援・採択
後支援を核に、①情報サイト②無料AI
サービス③人的伴走の３点を組み合わ
せた支援体制を構築。AI支援を入り口
に有料支援へ繋げるフリーミアムモデ
ルをめざしました。

■観光AI株式会社
■NO MARK株式会社
コンソーシアム企業

代表者   ／  古田 桂一　　設立年月  ／  2023年7月3日
住　所   ／  沖縄県那覇市銘苅2丁目3番6号 IT創造館205
T   E   L   ／  080-3960-1225　Webサイト／  https://kankoai.com

観光マーケティング会社として、観光インバウンド分野に強みを持ち、観光事業者向けに
補助金活用・商品造成・プロモーション・AI活用を支援しています。

代表者  ／ 赤嶺 謙一郎　　設立年月 ／ 2018年9月
住　所  ／ 〒900-0034 沖縄県那覇市東町18-4 HAVE A GOOD DAY 東町ビル6C
T   E   L  ／  098-863-5522 Webサイト／ https://nomark-inc.co.jp/

Webサイト制作、SNS運用、インターネット広告、動画制作などのWebプロモーション事業
およびキャリア教育や生成AI事業を展開。沖縄の魅力発信と地域人材育成に取り組む

構
成
企
業
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令和 7年度 ICT ビジネス高度化支援事業 技術高度化ステージ

ISCOハンズオン支援内容 ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

米軍人向け不動産業を手がける株式会社ユナイテッド（北谷町、山田亮社長）は、沖縄県「令和 7 年度 ICT ビジネス高度
化支援事業」を活用し、自社開発の賃貸管理システム 「Leasmart（リースマート）」を刷新いたしました 。新たに AI 分析
や IoT 検針、非対面決済機能を統合することで、業界特有の業務の属人化解消と標準化を可能にする「DX 支援ツール」
としての提供を目指しました 。本事業では、システム開発のアーキエッジ、ウェブ制作の AND とコンソーシアムを組
み「米軍人向け賃貸管理特化型 Leasmart の高度技術連携」として、4 つの先進機能の実装・実証に取り組みました。

課題解決 IoT システム開発と「Leasmart EX＆Pay」

米軍人賃貸特有の課題解決へ 
4つの標準機能で「不動産DX」加速

■株式会社ユナイテッド
代表者  ／  山田 亮　　設立年月  ／  平成 20 年 5月
住所  ／  〒904-0114 沖縄県中頭郡北谷町港8-6 2F
TEL  ／  098-926-1638　　Webサイト  ／  https://untd.co.jp/
[ 事業内容 ]
◆ ユナイテッドハウジング（不動産事業）　◆ ユナイテッドリゾート（宿泊事業）
◆ コンサルティング事業　◆ IT ツール販売

■株式会社アーキエッジ
代表者  ／  伊志嶺 俊介　　設立年月  ／  2015 年 4 月
住所  ／  〒900-0006沖縄県那覇市おもろまち3-4-6 208
TEL  ／  098-959-9463　　Webサイト  ／  https://archi-edge.co.jp/
[ 事業内容 ]
◯ WEB システムの設計・開発・保守 ◯ WEB サイト／コンテンツの企画・デザイン・制作
◯ スマートデバイス向けアプリの企画・デザイン・開発　◯ IT コンサルティング
◯ オフショア開発事業

事業の成果実施内容事業の目的 事業の展望4
1.AI分析
自社データとChatGPTを連携させたエリア分析を行い、
AIが提示する家賃相場に基づいた顧客案内を実施。そ
の結果、賃料最適化提案の導入率は目標の70%、導入物
件の空室率も平均10%以上の改善が見られました。 

2.HP連携
空室や退去等のステータス情報をHPへリアルタイム連
携させ、情報反映にかかる時間の自動化を検証。その結
果、情報反映までの時間は目標通り「0時間」となり、手
作業による更新漏れを排除。これにより空室掲載期間が
平均7日短縮されました。 

3.家賃決済：専用支払い所
専用の両替・家賃支払い所を設けることで顧客（米軍人）
の両替・入金の手間を削減（非対面決済）。入金データは
システムへ即反映され、顧客にはLINEで領収書を送信。
従来の対面対応に比べ80％の時間削減、回収遅延も
０％となりました。 

4.水道検針
専用アプリ（GMOの検針アプリ）をインストールしたス
マートフォンのカメラで水道メーターを撮影し、AIが自動
解析して「Leasmart」へ即時データ連携する仕組みを検
証。その結果、検針手作業比率は0%、目視による検針エ
ラーも0件でした。

321
弊社は「EX&Pay 非対面家賃収納
機能」を統合し、新たに
「Leasmart EX&Pay」を正式にリ
リースいたしました。
HPとのAPI連携を標準機能として
搭載し他社と差別化を図るとと
もに、米軍人賃貸市場に特化した
システム提供を通じて、適正賃料
の把握や対面業務の削減、検針
業務の効率化を実現いたします。
今後は、沖縄で培ったノウハウを
活かして全国展開をめざします。
アナログ管理が主流だった不動
産業界のデジタルトランスフォー
メーション（DX）を牽引し、業界全
体の業務効率向上に貢献してま
いります。

「Leasmart」は元来、米軍特
有の契約書類作成や入退去・
支払い情報の一括管理を目
的に開発されました。今回は
さらに、業界特有の重い業務
負荷を軽減するため、以下の
4機能を統合いたしました。
特筆すべきは「EX&Pay非対
面家賃収納機能」です。
これまで多くの米軍人は日本
の銀行口座を持たず、従来は
基地内でドルを円に両替した
上で、現金を不動産店舗へ持
参する必要がありました。
この「両替と持参」の手間は
顧客（米軍人）の大きな負担
であり、不動産屋側にとって
も対面対応の工数や現金管
理に伴うリスクが長年の課題
でした。

1.AI分析ダッシュボード
市場変動の影響を受けやすい米軍人
賃貸において、リアルタイムデータに
基づき適正賃料と空室リスクを可視
化し、機会損失を防ぐ。 

2.HP連携自動反映システム
物件情報の反映遅延による機会損失
を防ぐため、自社データとHPをAPI連
携。他社では有料オプションとなるこ
とが多いAPI連携機能を「標準搭載」
した。 

3.EX&Pay 非対面家賃収納機能
日本の銀行口座を持たない米軍人の
「現金払い」ニーズに対応するため、専
用の支払い所を設置し（非対面決済）
とクラウド管理を実現。現金管理の業
務負担・盗難リスクを低減する。 

4.水道検針機能
属人化していたアナログメーターの検
針を、カメラとAI画像認識により自動
化。既存設備を活かした低コストなDX
を可能にする。

構
成
企
業

コンソーシアム企業主幹企業
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農業コンサルティングおよびシステム販売等を手掛けるテックベジタス株式会社（南城市、新垣裕一代表）は、自社の農
業DXアプリ「agrinex農業革命」を通じ、県内生産者のデジタル化支援を行っています。本事業では令和7年ICTビジネ
ス高度化支援事業の技術高度化ステージを活用し、農産物取引の大きな課題である「収穫予測」データの高精度化に挑
戦しました。従来、経験則に頼っていた収穫予測の精度を引き上げ、同社の大口法人受発注アプリ「agrinexハルモニ」
と連携させることで、データを活かしたマッチングスキームの実装を目指しています。

構
成
企
業

収穫予測精度を高め、
大口バイヤーとの成約率向上と
双方「得」の仕組み目指す

小規模生産者が多い沖縄県内では
出荷予測が困難なため、バイヤーは
常に欠品や在庫リスクにさらされて
います。「信頼できる数値があれば
確定発注したい」という現場の声に
応えるため、予測誤差を現状の±
50％から±10％まで高精度化し、収
穫カレンダーをリアルタイムに閲
覧・検索できる仕組みを構築しまし
た。本システムは、マッチング成立時
に当社が生産者・バイヤー間を仲介
し、手数料収益を得るビジネスモデ
ルです。配送は、当社または生産者
の提携配送網を活用できます。

事業の目的
収穫予測精度の高精度化について以下をめざしました。

独自関数改良
これまでの収穫予測は、農家の経験則で入力したデータ
に対し、一律の係数（面積あたりの平均収量など）を掛け
合わせる計算で行っており、誤差が大きくなることが課題
でした。今回、誤差±10%以内をめざし、個別の栽培実績・
天候要因等の変数を反映させた「独自予測モデル」の構築
をめざしました。
データ収集
紙の納品書の画像からデータ化する「納品書OCRアップ
ロード機能」開発し、過去の納品書データ収集を実施しま
した。併せて「農業革命」のUIを最適化することで、栽培・
出荷数など、生産者の入力負荷を軽減し、合計１万件の
データの収集をめざしました。
検証スキーム
今回10農家・4品目を対象とした検証を実施し、統計的有
効性の指標として決定係数（R²0.6）達成をめざしました。

実施内容
データの収集については、当初目
標10,000件に対し、現時点で5,349
件に留まっています。要因は農家
の入力負荷が想定以上に高かった
ことにあります。 今後は「納品書
OCR」による登録を呼びかけるほ
か、CSVデータからの直接データ
ベースへ取り込む対応を行い、デー
タ蓄積に努めます。新規導入目標
650戸に対し、実績は約100戸とな
りました。今後、生産者団体向けの
説明会などを企画します。また DX
普及員が収穫時期より先に戸別訪
問を行い、アプリ初回入力率50%
の達成に向けて伴走支援を実施
し、予測モデルの検証に資する
データの確保をめざします。

事業の成果
出口戦略として、「ハルモニ」上
での自動発注300件のマッチ
ングを目指します。単なるシス
テム提供ではなく、バイヤー向
けの「農家訪問ツアー」や「推
し農家ライブ」などを企画し、
生産現場への理解を深めるこ
とで、本スキームの認知度を向
上させていきます。今後もデー
タに基づく取引という「成功体
験」を農家・バイヤー双方に提
供し、次年度以降も高精度収
穫予測機能の運用をめざして
実績を積み上げていく所存で
す。

事業の展望

令和7年度ICTビジネス高度化支援事業

■テックベジタス株式会社
農業の『作る→売る→届ける→体験』をDXで一気通貫化。
agrinex等SaaSと伴走支援で収穫予測・受発注・トレーサビリティを実装し、
食ロス削減と販路拡大を両立。

[事業内容]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

新垣 裕一
2022年11月7日
沖縄県南城市大里字嶺井518番地2
090-3790-0532
h t t p s : / /www . t e c h v ege t a s . c om /

／
／
／
／
／

ISCOハンズオン支援内容  ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

09

1 2 3 4



構
成
企
業

HelloWorld株式会社（沖縄県沖縄市）は、異文化交流を促進する探究型フィールドワーク「まちなかENGLISH QUEST」
を展開しています。当社は、プログラムの運営過程における人的工数の増大という課題を解消するため、沖縄県「令和7
年度 ICT ビジネス高度化支援事業」を活用し、AIを活用した運営システムの構築に取り組みました。これまで手作業で
行われていたイングリッシュスピーカー（ES）の管理やミッション評価業務等をデジタル化し、運用のDX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）を推進しました。

AI 等活用したまちなか ENGLISH QUEST 運営システム化

管理工数を約40%削減
AIを活用したシステム開発で
教育プログラムの運用をDX化

「まちなかENGLISH QUEST」は、2025年3月
末時点で累計22,400人の参加実績を有する
国際交流プログラムですが、その運営基盤は
スプレッドシート等を用いた手動管理に依
存していました。このため、事業規模の拡大
や多地域展開に際し、人的リソースの負荷が
大きな制約となると想定されました。本事業
の目的は、AIを導入したマネジメントシステ
ムを構築することで、人的資源に過度に依存
しない運営体制を整備し、国内外における
提供機会の拡大や運営の効率化を図ること
です。

事業の目的
１.ES管理機能
応募者データの一元管理による選抜
業務の迅速化を図る。

２.ESマイページ機能
ESが自分の情報（案件・プロフィール）
を管理。

３.ミッション管理・AI採点機能
AIを活用した採点機能を構築し、シス
テム上でのミッション提出および自動
評価を可能にすることで、運営側とES
双方の利便性向上を図る。

実施内容
開発されたシステムの導入により、ES
管理業務に要する人的工数は、従来
の平均19時間から約11時間へと、約
40%の削減が確認されました。特に動
画ミッションのAI採点機能について
は、人手による評価時間と比較して大
幅な短縮（約94%削減）が図られたと
されています。AIによる採点精度に関
しても、人間による評価との乖離が
6.52%に留まるなど、実用的な水準に
達していることが確認されました。あ
わせて、安全管理や記録保管の工数
削減も図られ、利用者アンケートでは
今後の活用に対して前向きな意向が
示されました。

事業の成果
今後は、開発されたシステムを全案
件へ早期に本格導入することを計
画しています。運営の効率化によっ
て、大規模案件への対応力が向上
し、参加者の体験価値創出にこだ
わることができます。また、新たな
市場展開を通じた収益基盤の強化
が期待できます。さらに、実証を通
じて明らかになった課題として、参
加者の意欲を向上させるためのコ
ンテンツアップロード機能の構築
など、さらなる利便性向上に向けた
システムの段階的な改良を検討し
ていきます。

事業の展望

技術高度化ステージ

■HelloWorld株式会社
国内ホームステイマッチングプラットフォーム「まちなか留学」
世界の教室をつなぐ国際交流プラットフォーム・AI 英語教育 EdTech ツール
「WorldClassroom」
All English の探究型フィールドワークプログラム「まちなか ENGLISH QUEST」

[ 事業内容 ]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

野中 光、冨田 啓輔
2020 年 10 月
沖縄県沖縄市中央 1-7-8
050-1743-2566
https://inc.hello-world.city

／
／
／
／
／

ISCOハンズオン支援内容  ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣
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令和7年度ICTビジネス高度化支援事業

ISCOハンズオン支援内容 ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

ソフトウェアの動作確認や操作検証は、多大な時間と人手を要する作業です。スマートフォンのOS更新やアプリ開発の
スピードが加速し、検証対象が膨大になる一方、深刻な人材不足に直面する中で、検証工程の省人化は業界共通の課題
となっています。 しかし、従来の自動化には高度なプログラミングスキルを持つ人材が必要であり、そのコスト負担が導
入の大きなハードルとなっていました。こうした課題に対し、第三者検証を行うベリサーブ沖縄（本社沖縄県うるま市、新
堀義之代表）は昨年度に続き、令和7年度ICTビジネス高度化支援事業を活用。自動検証ツール「NEKO-No-tE」の機能強
化により検証作業の省力化や品質向上、開発現場の生産性を高めるとともに遠隔操作を可能にする「クラウド対応
（ネットワーク集中管理）機能」の開発によりサービスの展開を図ることを目標に掲げました。

構
成
企
業

自動検証ツール：NEKO-No-tEクラウド対応機開発

ハードの耐久性・ソフトの操作性アップ
実用化で省力化・生産性高まる

昨年度の同事業では、スマートフォンの「初期

化」をロボットで自動化するプロジェクトに取

り組みました。実証を通して明らかになった課

題は、ハードウェアの耐久性不足と大型化、座

標指定による操作設定の煩雑さ、検証結果を

容易に確認できる機能の必要性でした。本事

業では、これらの開発を、ソフトウェア開発を

手掛けるベトナム拠点へ委託したことから、

物理的に距離のある拠点と連携するため「ク

ラウド対応」のニーズに気づきました。そこで、

AI画像認識によるローコード化とクラウド化

を同時に進めることで、場所を選ばず、専門的

なプログラミング知識がなくとも運用できる

自動検証ツールの実用化をめざしました。

事業の目的
1.ハードウェアの強度不足解消・小型化の対応
昨年度開発した自動検証ソフトウェアツールを
大きな変更なしで適用できるかを重視して、ハー
ドウェアは自社開発に代わり既成の卓上型ロ
ボットアーム製品を採用。産業用として実績のあ
る市販のアーム型ロボットに置き換えたことで、
耐久性と操作精度の向上、小型化を実現しまし
た。

2.画像認識技術を用いた自動化設定の簡易化
AIによる画像認識技術（YOLO v8等）を導入。検
証対象のアイコンや文字を直接認識させること
で、従来の座標指定による煩雑な設定を不要に
しました。誤認識をその場で修正できる機能も
備え、精度向上・UI変更にも柔軟に対応可能で
す。これらの仕組みにより、自動化設定工数の
50％低減を目指しました。

３.自動検証実現のための録画機能追加
検証中の画面とロボットの動きに加え、設定した
ローコードの動きを録画する機能を開発。不具
合発生時のエビデンス確認や、遠隔地からの状
況把握を容易にすることを目的としました。

実施内容
昨年12月から、実際の検証業務
に近い環境へ自動検証ツールを
導入し、実証を行いました。夜間
に無人で７～８時間稼働させ、翌
朝、録画記録を確認。不具合や
誤操作の改善を重ねました。最
大の技術的進化は、高解像度カ
メラとAI画像認識技術の導入で
す。AI画像認識機能の追加で、
検証自動化のための設定工数は
半分以下になりました。本ツール
の導入により、検証作業員の工
数も40％程度低減。これによ
り、当社で対応できる一人当た
りの検証作業量は大きく増加
し、検証品質も向上すると感じ
ています。

事業の成果
自動検証ツールの導入により、
プログラミング知識のない幅広
い人材が検証業務に関われる
環境ができました。検証作業か
ら解放された人材が、テスト設
計など付加価値の高い業務へ
移行するなど、社員がスキル
アップできる仕組みも整えてい
きたいと考えています。自社の
生産性向上にとどまらず、人材
不足に悩むIT業界全体への波
及効果も期待できますが、クラ
ウドベースでのサービス提供に
ついては、自社テスト実施体制
の強化やアフターメンテナンス
の対応など課題の検証を重ね、
早期実現に向け前向きに検討
を進めていきます。

事業の展望

■株式会社ベリサーブ沖縄
ソフトウェア検証サービス（システム検証、開発支援検証）
[事業内容]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

代表取締役社長　新堀 義之
2016年4月
沖縄県うるま市字州崎14番1
098-989-8646
h t t p s : / /www . o k . v e r i s e r v e . c o . j p /

／
／
／
／
／
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技術高度化ステージ

ISCOハンズオン支援内容 ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

自動車整備工場や人材派遣業の管理システムなど、様々な業界のバックオフィス支援システムを手掛ける株式会社ゴー
ルドバリュークリエーション（宜野湾市、金見義教代表）は、沖縄県の令和7年ICTビジネス高度化支援事業を活用し、自
社の小規模宿泊施設向けセルフチェックインシステム「MujInn（ムジン）」の機能拡張に取り組みました。近年、大規模
宿泊施設においても人手不足、多言語対応が課題となっています。そこで、小規模から大規模まで幅広い施設への導入
を目指し、マルチ決済や現金回収機との連携、AI無人フロントといった新機能を実装。総合的な管理サービスへと進化
させることで、業界の課題解決と利用者の利便性向上の両立を目指しました。

構
成
企
業

宿泊業界人手不足対応、AI フロント実証＋マルチ決済連携開発

中・大規模ホテルのチェックイン無人化へ
「MujInn」に新機能

今回、自社システム「MujInn
（ムジン）」をベースに、小規
模から大規模まであらゆる
宿泊施設に対応できる総合
管理システムを目指し、以下
の機能を実装しました。
①マルチ決済機能の拡張
キャッシュレス決済の普及
に合わせ、無人・非対面での
スムーズな精算を実現する。
②現金回収機との連携
依然として根強い現金精算
のニーズに対応し、完全無人
での現金取り扱いを可能に
する。

事業の目的
実証は和歌山県の３つのホテルで行いました。
マルチ決済機能の拡張（ドッグホテル白浜）
決済サービスと連携し、クレジットカード、電子マ
ネー、QRコードという多様な支払い方法をシステ
ムに統合。予約管理画面（MujInn）に反映され、一
連の処理が自動化できるかを検証しました。
現金回収機との連携（南紀月の瀬温泉ぼたん荘）
専用の現金回収機とシステムを連動させ、現金派
の客でも「無人」でチェックイン・精算ができる仕
組みを構築。入金金額と予約情報が同期される
か、宿泊客と施設現場双方の使い勝手を評価し
ました。
AI無人フロント（ベーカリーホテル白浜）
音声認識デバイスと会話型AIを活用し、対話音声
によりチェックイン手続きができる機能を開発。
宿泊者情報と予約データとの照合精度を検証し、
多言語対応による対話の自然さ、スムーズさを重
視しました。

実施内容
和歌山県での実証を通じ、マルチ
決済、現金回収機連携（決済成功
率95％）、AIフロント（チェックイ
ン完了率80％）の各機能が現場
で安定動作することを確認。特に
AIフロントでは10種類以上の対話
項目に対応し、対話データの分析
から応答精度を高める運用フ
ローを構築しました。これにより、
端末の画面操作に不安のある高
齢者や外国人への「ユニバーサル
対応」として調整を重ね精度を高
めていく方針です。

事業の成果
本システムは中小施設でも導入可能なコス
ト設計を強みに、全国へ導入拡大を目指し
ます。今回の３機能は段階的に導入できる
「モジュール型」や有人スタッフとの併用（ハ
イブリッド型）など、多様な施設ニーズに対
応可能です。1施設あたり月10～20万円の人
件費削減効果を背景に、沖縄から全国、アジ
ア市場への普及を図ります。また沖縄県が
導入予定の宿泊税に対しても、現金回収機
とマルチ決済機能で正確な税額を回収し、
AIフロントが多言語で制度を案内するなど、
新たな対応を急ぎます。宿泊税対応のシス
テム導入補助金の活用も見据えた支援を実
施していく方針です。深刻化する人手不足と
いう宿泊業界全体の課題、県内の観光課題
解決にも取り組み、地域経済の活性化や観
光サービスの質の向上に貢献していく所存
です。

事業の展望

■株式会社ゴールドバリュークリエーション
金見 義教
2015 年 1月 19 日
沖縄県宜野湾市宇地泊 3 丁目 7 番 1 号
098-943-4032
h t t p s : / / g v c . c o . j p

SaaS サービス提供、AI 開発、動画制作、CM広告企画、広告代理業務、
SNS 運用代行、Web・EC サイト制作・運営、CRM・SFA システム開発、
Webアプリケーション開発

[ 事業内容 ]
代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

／
／
／
／
／
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企業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を阻む最大の要因とされる「レガシーシステム」。古い技術やプログラ
ミング言語で作られていたり、設計図にあたる仕様書がなかったりし、改修や更新に時間と費用がかさむのが課題で
す。システム開発のりゅう（那覇市、川上司代表取締役CEO）は、生成ＡＩを活用した「ＡＩシステム探掘部」を開発。ＡＩが
システム刷新のスピードアップとコスト低減を実現し、課題の解決を目指します。沖縄県の令和７年度ＩＣＴビジネス高
度化支援事業を活用した実証実験を実施しました。

AI協働型モダナイゼーション開発モデル「ＡＩシステム探掘部」
企業の「レガシーシステム」をAIで刷新

 スピードアップとコスト減を両立し
 DXを加速

実証結果やニーズを踏まえ「ＡＩシステム探
掘部」の製品化を目指します。沖縄県でも製
造・物流業界を中心にオフコンやクライア
ント/サーバベースのレガシーシステムをコ
ストや人材不足の面からやむを得ず稼働し
つづけている現実があります。
「ＡＩシステム探掘部」はシステムリプレース
（移行）への敷居を下げ、最新のクラウド
ベースアプリケーションモデルなどにモダナ
イズしていくことを促進します。また、導入
した企業がそのまま「AIシステム探掘部」を
使い続けることで、今後のシステム運用と改
修が容易となり、費用抑制にもつながりま
す。また県内企業と連携し、共同で「AIシス
テム探掘部」を使ったモダナイズ業務を「沖
縄発のモデル」として、国内外に発信したい
と考えています。

事業の展望

ISCOハンズオン支援内容  ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

令和7年度ICTビジネス高度化支援事業

■株式会社　りゅう
スマートフォン向け業務系／エンターテインメントアプリケーションの開発
XR ／ AI ／先端技術によるアプリケーション開発およびメタバース構築
WEBサイト企画・制作およびSNSプロモーション

[事業内容]
代 表 者
設立年月
住 所

T E L
Webサイト

代表取締役会長CEO　川上 司
2015年10月21日
〒900-0004沖縄県那覇市銘苅2丁目3-6
那覇市IT創造館301号室
098-917-6431
h t t p s : / /www . r u e . c o . j p /

／
／
／

／
／
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レガシーシステムの改修や更新には、古
いプログラミング言語で記述された
コード群やデータベースの構造を読み
解き、新しいシステムの環境にフィット
した最新バージョンのプログラミング言
語に書き換えるモダナイズが必要です。
この作業には改めて仕様書や設計図を
作成し直す必要があるため、多大な費用
と時間がかかります。このような理由で
国内企業の８割が古いシステムを使い
続けているとの調査もあります。生成AI
の活用でモダナイズの工期短縮と費用
低減化が可能となれば、多くの企業がレ
ガシーシステムの改修と更新に踏み切
り、国内のＤＸ加速に貢献できると考え
ています。

事業の目的
ＡＩシステム探掘部」は以下の機能におい
て生成AIを利用します。各工程を１つの生
成AIでつなぐことで使いやすさを実現し

ています。

①対象のシステムのソースコードやファイ
ルを網羅的に探索し理解する「発掘くん」
機能

②発掘くんから引き継いで仕様書・設計
書を生成する「分析さん」機能

③分析さんから引き継いで仕様書・設計
書を読み込み、指定した言語でコードを
生成する「再生くん・構成くん」機能

④生成されたプログラムコードの動きに
間違いがないかテストコードを生成しテ
ストを行う「検証さん」機能

実施内容
今年１～２月に、県外大手製造会社
のシステムを改修する実証実験で 
AIシステム探掘部（以下、探掘部）を
使用し、コーディングにかかる時間
を約半分まで削減できました。創出
した時間はその後のチェック作業
等に割り当てることで、システム全
体の品質を高めることができまし
た。「探掘部」を使用することで、シ
ステム開発の各工程全体で30％以
上の効率化が見込まれます。前述の
①～④の機能により、プログラマは
古いプログラミング言語の知識や
記述されたコードを追いかけて構
造を理解する作業から解放されま
す。

事業の成果1 2 3
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慢性的な人手不足が続く観光地の土産品店等では、特定の繁忙時間帯（団体客の到着時や搭乗前）に客が集中し、有人
レジに行列ができることで、少量の土産品を購入しようとする客が「購入を諦める事態」が発生し、販売機会の損失が大
きな課題となっています。県内で30年以上にわたり小売・観光業向けにPOSレジシステムの開発・販売・保守を手掛ける
株式会社レイメイコンピュータ（比嘉徹代表、那覇市）は、こうした現場の声を受け、令和7年度ICTビジネス高度化支援
事業を活用し、中小規模小売店舗向けセルフレジソリューションの開発に取り組みました。初めて訪れた観光客でも直
感的に操作できる設計と、省人化による現場負担軽減の両立を目指しました。

「少量買い」のレジ待ち「損失」をカバー

小型セルフレジで観光現場の
省人化・負担軽減

通常、土産品店等の有人レジ
では、人手不足の中、商品の梱
包・発送手続き・免税手続きな
どの「会計以外の対応」に時間
が取られており、スタッフを介
さず顧客自身で操作できるセ
ルフレジのニーズは高まってい
ます。しかし、大手が提供する
セルフレジシステムは既存レ
ジとの連携など初期費用が大
きく、導入のハードルになって
います。こうした課題を踏ま
え、通常の有人レジを補完する
位置付けで、混雑時の機会損
失を防ぎ、省人化と顧客満足
度を両立させるセルフレジ開
発を目指しました。

事業の目的
既存顧客である土産品店の協力を得て、以下の開発および実証を実施
しました。
1.セルフレジに適した機器の選定
開発にあたっては、導入店舗へのヒアリングの結果、卓上型のキオスク
端末を選定。この端末は15.6インチのデュアルモニターにレシートプリ
ンターとQRコードリーダーが内蔵されており、奥行きわずか23.9cmで、
省スペース設計が特徴。
「キャッシュレス専用」での運用であれば、この端末一台で完結するた
め、導入コストを大幅に抑制できます。現金決済が必要な店舗に対して
は、自動釣銭機を連動させることができます。
2.UIの設計・開発
UIは外部デザイナーと連携。有人POS開発で培ったノウハウを活かし、
専門用語を避けて、行動をスムーズに促す表現に徹底し、文字サイズ・
ボタン配置など「初見の客でも迷わない」シンプルで直感的な操作性を
目指しました。
3.決済端末との連携開発
マルチ決済（クレカ、コード決済等）に対応する専用端末を選定し、セル
フレジとの連携を実現しました。
4.モデル店舗による実証実験と改修
2025年12月の5日間、国際通りの土産品店にてキャッシュレス専用とし
て設置し実証を行いました。日本人観光客を中心に10～60代の計118
人が利用。アンケートで挙がった「レシートのタイミングが遅い」「バー
コードの読み取り音が聞こえづらい」などの改善点があり、即日修正・反
映し、短期間で実用性を高めました。
５.製品の販売促進活動
県内テックイベントへ参加、多くのクライアントから要望や意見を集め
市場ニーズを深掘りしつつ、沖縄県内を中心とした既存顧客に向けた
提案・販売活動を推進しました。

実施内容
実証で行ったアンケートでは、
90%以上の利用者から「わかりや
すい」「使いやすい」との評価をい
ただきました。スーパーなどでセル
フレジが普及した今だからこそ、
抵抗感なく使っていただけたので
はないかと分析しています。また
設置店では、混雑時の処理件数が
50％以上向上。大手製品と比較し
て一台あたり30％以上の価格削減
を実現しています。設置店からは
「追加のレジとして有効」との高評
価をいただき、中小規模店舗、特
に土産品店の省人化支援、混雑緩
和による販売機会損失の防止に貢
献できる手応えを感じています。

事業の成果
既存のお客さまから、多言語対応や
券売機対応のリクエストもいただい
ています。多言語化に関しては、英語
表示はすでに実装済みで、音声ガイド
の追加を進めます。将来的には中国
語・韓国語にも対応する計画です。店
舗ごとの最適な設置パターンや誘導
動線の構築、免税対応の自動化と
いった法的・技術的課題を見据えつ
つ、現場ニーズに応じた段階的な機能
拡張を進め、製品の多様化と市場拡
大を図りたいと考えています。今後も
当社の技術力と地域密着の実績を活
かし、沖縄県全体の生産性向上に貢
献していきたいです。

事業の展望

ISCOハンズオン支援内容  ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

技術高度化ステージ

■株式会社レイメイコンピュータ
比嘉 徹
1991 年 3月
沖縄県那覇市古島一丁目 23 番地 6-202 号
098-941-5515
h t t p : / /www . r e ime i . c o . j p /

小売業のＰＯＳレジスター（販売時点情報管理）のソフトウェア開発
[ 事業内容 ]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

／
／
／
／
／
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多様化する観光客のニーズや人手不足、多言語対応といった複雑な課題に直面する観光地。これらの解決に向け、「TIS
株式会社」（本社：東京、沖縄支社：那覇市）は、沖縄県の「令和7年度ICTビジネス高度化支援事業」を活用し、生成AIに
よる多言語音声ガイド作成プラットフォームを開発しました。本事業の目的は、単なる多言語ツール開発ではなく、観光
協会や地域事業者などの現場が、地域文化やマナー等を「ノーコード」で即座に発信・更新できる仕組みを構築すること
にあります。正しい情報を、現場から簡単に速く届けることによって、来訪者が耳を傾けるきっかけを作り、地域住民の
生活の場を守りながら持続可能な「優しい観光」の実現を目指しています。

ノーコード×AIで多言語案内を自動生成

現場のリソース不足解消と
住民生活を守る「優しい観光」の実現へ

当社は2019年から、県内企業や自
治体と連携し、交通機関の乗車券
や観光施設のチケットを電子化し
組み合わせることで周遊を促す実
証実験「沖縄ＭａａＳ」を実施して
きました。５年以上にわたり現場
と接点を持つ中で見えてきたの
は、人的リソースが不足する中で
も「地域の歴史・文化の正確な情
報を発信し、来訪者の理解を促す
重要性」です。本事業では、人的リ
ソースや言語の壁といった制約下
でも、一定のサービス品質を担保
できる「セルフ編集型多言語音声
ガイドプラットフォーム」（音声ガ
イドStudio）により、専門知識がな
くても、コンテンツを編集・更新で
きる「自走型」の仕組みです。現場
の負担軽減を図るとともに、来訪
者の観光体験の質的向上、および
地域住民との共生を目指すことと
しました。

事業の目的
本事業では統合プラットフォーム「音声ガイドStudio」において、
以下の技術開発・高度化を行いました。

1.ノーコード編集環境、基盤の構築
AWS等のサーバレス技術を活用したコスト効率の高いアーキテク
チャを構築。従来はエンジニアが個別に行っていたPlayerアプリ
の構築プロセスをノーコード化し、技術知識不要でガイド作成か
ら公開までを完結できるUI/UX（ユーザーインターフェイス/ユー
ザーエクスペリエンス）を実装しました。

２.生成AIによる多言語音声・解説文の自動生成
LLM（大規模言語モデル）および生成AIエージェントを活用し、観
光ガイドに最適な翻訳と、高品質な音声生成を音声ガイドStudio
内へ統合。翻訳・音声作成にかかる時間とコストを大幅に削減し、
地域文脈に沿った質の高い案内をめざしました。

3.現場の即時性を支える更新・公開システム
Studioでの編集内容を即座にPlayer（Webページ・QRコード）へ
反映できる仕組みを実装。これにより現場の状況に合わせた情報
の更新・追加を、現場スタッフの手でリアルタイムに行えるように
なりました。

4.UX向上と可視化機能
位置情報（GPS）を連動させ、現在地周辺の再生スポットを表示し
現地での体験価値を向上させるとともに、ユーザーの利用状況や
アンケート結果を可視化し、ガイド品質の改善にフィードバックで
きる体制を整えました。

実施内容
竹富町観光協会の協力のもと実
施した実証において、以下の成果
を得ました。
1.利用目標と満足度
2か月間の実証で約3,000組が利
用しアンケートでは満足度84％と
いう結果が得られました。

2.離島の通信環境に対応
島内の通信不安定エリアに対応
するため、オフライン環境下でも
視聴できる機能を拡充しました。

3.作業時間の75%削減
スポット登録や編集をノーコード
で行えるUI/UXの構築により、ガ
イド作成工数を約75%削減でき
ました。

4.住民目線での情報発信
竹富町観光協会や島民、地域事業
者との協議に基づき、住民として
知って欲しい歴史や文化、守って
ほしいマナー、ルールなどを自然
に伝えるコンテンツ設計に取り組
みました。

事業の成果
実証で得られたフェリーの予
約機能や雨天アラート等の
ニーズを反映し、さらなる機
能拡張を検討します。住民目
線かつ、観光客にとっても喜
ばれる、地域を深く知ること
のできる情報発信を行うこと
で、地域と観光客の共生を目
指します。今後、竹富島での
実績をモデルケースとして、
竹富町内の島々や同様の課
題を抱える他離島や自治体
へ、地域を守るインフラとし
ての普及を目指します。

事業の展望

■TIS株式会社
システム・インテグレーション、システム開発、コンサルティング、クラウド
サービスを中心とした事業（沖縄では「MaaS」の運営や「生成AIを活用した多
言語音声ガイド」のデモ開発、スマートシティに関連した取り組みを推進）

[事業内容]
代 表 者
設立年月
住 所

T E L
Webサイト

岡本 安史
1971年4月28日　沖縄サテライト ／ 2008年4月1日
本社：〒160-0023東京都新宿区西新宿8丁目17番1号
沖縄サテライト：那覇市久米2-3-15 JR九州那覇ビル 7F
03-5337-7070 (代)
h t t p s : / /www . t i s . c o . j p /

／
／
／

／
／
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令和7年度ICTビジネス高度化支援事業
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健康・医療情報のデジタル化を手がける株式会社ブルーブックス（那覇市、志茂英之代表）は、利用者が自身の健診結果等をスマートフォンで管理できるPHR（※）
アプリ「depota®（デポタ）」を展開しています。本アプリは、那覇市医師会生活習慣病検診センターをはじめとする医療機関のデータ（※LHR）と連携し、信頼性の
高い健康管理をサポートしてきましたが、利用開始時の本人確認手続きの煩雑さと運営側の承認作業の負荷が課題となっていました。今回、沖縄県令和7年度ICT
ビジネス高度化支援事業を活用し、マイナンバーカードによる「公的個人認証サービス」（※JPKI）を実装することで、登録プロセスの簡便化と信頼性の向上を実現
しました。将来的には、国のマイナポータル連携を行うことで、電子処方箋や医療機関間の情報共有がスマホで完結する仕組みを目指しました。

構
成
企
業

本人確認を 11 ステップから 6ステップへ

マイナンバーカード連携で、
アプリ登録を簡単・正確に

「depota®」は個人向けの健康管理に加え、法人向けサー
ビス「for BIZ」やPCR検査結果通知など、厳格な本人確認
が不可欠な場面で活用されています。しかし「従来方式」
では利用者の登録にかかる負担が大きく登録離脱にもつ
ながっていました。また運営側の承認にかかる手間も課題
でした。今回、マイナンバーカードによる公的個人認証を行
うことで、手続きを効率化し、情報の正確性担保をめざし
ました。
1.従来方式（免許証等の撮影による確認）
・利用者：書類撮影、画像切り取り、顔写真の自撮りなど、
登録完了までに11ステップ、5～10分かかっていた。
・精度の限界： 手入力による誤入力、画像のボケ・見切れに
よる書類不備が20～30％の割合で発生。
・運営の負担： 送信された画像をスタッフが「目視」で確認
していたため、認証に時間がかかっていた。
2.マイナンバーカード活用方式
・利用者：カードの読み取り、暗証番号（PIN）入力、同意の
６ステップに集約。所要時間は1～2分へ短縮。
・精度の向上：国が発行する公的証明書データをシステム
が直接取得するため、入力ミスゼロ、書類不備もゼロにな
る。
・信頼性の確保： 目視による確認を介さずシステムが判
定、高水準の信頼性を担保した登録が可能。

事業の目的
那覇市医師会生活習慣病検診セ
ンターにて受診者30名を対象
に、アプリのインストールから本
人確認完了までのフローを検証
しました。

・操作時間短縮：本人確認開始か
ら完了までのタイムスタンプを
抽出・集計し、3分以内の完了を
検証。

・離脱率の抑制：操作中のアクセ
ス途絶を検知する仕組みを構築
し、途中離脱率10％未満を目標
とした。

・精度の向上：撮影等のアナログ
要素を排除し、本人認証の成功
率95％以上をめざした。

実施内容
今回、外部ライブラリを活用しつ
つ、マイナンバーカードからの情
報読み取り機能を内製のみでア
プリへ組み込んだことは、公的個
人認証（JPKI）の実装に関するノ
ウハウを社内に蓄積できたとい
う点で、今後の機能拡張における
大きな成果となりました。実証で
は、登録ステップを6つに集約し、
手入力による誤入力を物理的に
排除した結果、1～2分という短時
間で個人情報と健診データを連
携できる仕組みを構築しました。

事業の成果
マイナンバー対応の本人確認機
能の実装により、利用者の増加
とより多くの県内医療機関の参
画を見込んでいます。将来的に
は国の医療情報プラットフォー
ムとの連携を想定し、基盤整備
を進めてまいります。
今後も特に機密性の高い医療情
報を扱うため、「技術的対策」「法
令遵守」「運用面の安全確保」を
徹底し、医療情報のセキュリ
ティーの向上を図ります。正確な
データに基づくパーソナライズ
された健康情報の提供を通じ
て、沖縄県民が一生涯の健康
データを安心して活用できる環
境を構築し、デジタル技術による
健康長寿社会の実現に貢献して
まいります。

事業の展望

※PHR（Personal Health Record）　個人の健康データ（健診結果や健康状態）を、利用者自身がスマートフォンなどで管理・活用する仕組み。
※LHR（Lifelong Health Record）　個人の生涯にわたる健康・医療情報を統合的に記録・管理する医療連携基盤。那覇市医師会と連携し、同社が開発。
※JPKI（公的個人認証サービス）　マイナンバーカードのICチップを利用して、オンライン上で「間違いなく本人であること」を国が証明する、最も信頼性の高い本人確認の仕組み。

■株式会社ブルーブックス
代表取締役 志茂英之
2002 年 3月
〒900-0015 沖縄県那覇市久茂地 2 丁目 2 番 2 号 タイムスビル 6F
098-860-1720
h t t p s : / /www . b l u eboo k s . c o . j p

健康・医療情報システムの企画、構築、開発、運営
健康・医療データの分析、調査
健康・医療データの運用および提供サービス
健康関連ポータルサイトの企画、設計、開発、運営
医療・介護・健康関連コンサルティングサービス

[ 事業内容 ]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

／
／
／
／
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技術高度化ステージ
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FAX注文の「商品判別」をAIで自動化

「目視・手入力」の
負担軽減・ミス解消、次世代 EDI めざす

県内の給食業界等では依然としてFAX
注文が主流で、届いた注文から商品を特
定する「商品の判別」が大きな負担と
なっています。導入企業の一例では、扱
う商品が約5,000アイテムに及びます。例
えば「もずく」一つでも、洗い・塩・味付け
など数種類、規格も40gから10kgと規格
が多岐にわたるため、その都度、取引先
への確認作業が発生していました。ま
た、古い商品名のまま届く注文を最新名
称へ変換して処理するケースも多く、こ
れら担当者の「長年のカン」に頼る属人
的な業務が効率化の壁となっていまし
た。
本来、受発注を自動化するのがEDIの役
割ですが、発注側のマスタ管理が不十分
な環境ではデータ連携が困難という実
態があります。そこでこれらの判別工程
にAIを活用。曖昧な注文内容を自動で解
釈して自社の商品リストへ紐付ける機能
を実装し、判断時間の削減と入力ミスの
解消に取り組みました。

事業の目的
導入には、受注側が自社の商品リスト（商
品マスタ）を初回登録することが必要で
す 。取引先のデジタル化は企業ごとに異
なるため、受注側が柔軟に対応できるよ
う、3つの受発注パターンから選んで導入

できます。 

 ①AI受注【取引先の協力不要】
 FAX注文の取引先を想定。FAX（紙）を
アップロードすれば、AIが商品判別を行
い、自社の業務アプリへ取り込み可能な
形式で注文データを自動作成する。 

②AI発注【取引先の協力：中程度】 
発注側が注文書（PDF等）をシステムへ
アップロードする形式。AIが受注側の商
品コードへ自動変換し、取り込み可能な
形式で注文データを自動作成する。

③ CSV発注【取引先の協力：高度】 
デジタル化が進んでいる取引先に対応。
相手から出力されるCSVデータを取り込
むことで、正確なデータ連携が可能。双方
のシステム調整が必要で導入難易度は高
いが、効率化の効果は最大。

実施内容
実証は、公益財団法人沖縄県学校給食会および株
式会社マルキン海産にて実施。両社とも運用環境は
前述した①「AI受注」の導入パターンで行いました。  
当初、既存の帳票読み取りAIの活用も検討しました
が、給食業界特有の略称や曖昧な表記を自社コー
ドへ正確に紐付けるには限界がありました。また、
沖縄ならではの食材や商品名をAIに正しく理解さ
せるプロセスにも大きな苦労を伴いました。 そこ
で、検証と分析を繰り返しながら商品マッチングの
計算手法を独自に見直した結果、現在は約8割の商
品で第1候補に正しい商品が提案されるまで精度
が向上しました。さらに、取引先ごとの注文傾向を
AIが学習する機能を備えているため、利用を重ねる
ほど各取引先が希望する商品をより正確に提案で
きるようになります。  OCR（文字読み取り）の精度
は約98%に達していますが、最終的な判別結果の
確認は人が行い、承認後に業務アプリへ連携する
運用とすることで、正確性を担保しています。  マル
キン海産における実証では、月平均で約24時間か
かっていた受注入力業務が約6時間に短縮され、約
74%の業務時間削減に成功しました。この結果、現
場の負担軽減に大きく寄与することが確認できま
した。

事業の成果
現在はシステムテストを完了
し、受注入力時間の削減、デ
ジタル化移行率、満足度、費
用対効果といった各KPI指標
の検証を継続しています。今
後は、実証で得られた課題を
元に多様な注文書の対応を
図るための改修を進めてまい
ります。まずは県内の給食業
界や老健施設への導入を本
格化させますが、本事業で確
立した「アナログな情報を正
確にデータ化する技術」は汎
用性が高く、将来的には電子
部品や建築資材など、多種多
様な規格品を扱う他業種へ
の展開も視野に入れ、地域全
体のDX推進に貢献すること
を目指します。

事業の展望

2020年に設立し、IT・経営の専門的支援からシステムの企画・開発・保守までを一貫して手掛けるナウレッジ株式会社
（豊見城市、島村祐介代表）は、令和6年度に企業間の受発注データを連携するサービス「Quick Link EDI」を開発（※）
し、県内の給食業界等へ提供を開始しました。令和7年度も沖縄県ICTビジネス高度化支援事業を活用し、同システムに
AIによる「注文データ自動作成機能」を追加。小規模な食品卸や工場など、FAX注文書を人の目で確認し手入力するアナ
ログな商習慣が残る現場において、商品判別をAIが肩代わりすることで、受注業務の効率化と入力ミスの解消を目指し
ました。
※令和６年度沖縄県ICTビジネス高度化支援事業を活用しています。

令和7年度ICTビジネス高度化支援事業

■ナウレッジ株式会社
１．ITに関するコンサルティング  
２．経営に関するコンサルティング  
３．コンピュータシステムの企画、開発、販売及び保守

[事業内容]

代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

島村 祐介
2020年9月
沖縄県豊見城市字豊崎3-59
050-3703-9910 
h t t p s : / /www . now l edge . c o . j p /

／
／
／
／
／
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構
成
企
業

ISCOハンズオン支援内容  ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

構
成
企
業

スマホアプリを用いたローカルツーリズム事業

コンシェルジュ機能とクーポン機能で、
新規利用の障壁下げ成約率を向上

地元住民（ホスト）が主体となり、旅行者（ゲスト）に地域ならではの体験を提供するローカルツーリズムマッチングアプ
リ「LOCOLINK（ロコリンク）」。同事業を展開する株式会社OCARIM（山田剛代表、本社：京都市、支社：名護市）は、旅行
者と地域住民の直接交流を通じて関係人口の創出と住民の所得向上をめざしています。今回、沖縄県ICTビジネス高度
化支援事業を活用し、ユーザーからリクエストが寄せられた「コンシェルジュ機能」、「クーポンコード発行」機能、インフ
ルエンサー起用によるプロモーションなどを実施し、新規ゲスト獲得とマッチングの向上に取り組みました。

技術高度化ステージ

■株式会社OCARIM（オカリム）
山田 剛
2021 年 3月
本社：京都府京都市南区吉祥院嶋樫山町 6
支社：名護市大西 3-5-12
OCARIM　https://ocarim.com/　
LOCOLINK　https://locolink.jp/

ローカルツーリズム事業（沖縄、京都）
[ 事業内容 ]

代 表 者
設立年月
住 所

Webサイト

／
／
／

／
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沖縄観光においては、観光収益が地元へ

還元されにくい構造的課題があり、画一

的な体験プランによるオーバーツーリズ

ムも懸念されています。これらの課題解

決を目的に、同社は住民が主体となる体

験提供を行なっていますが、サービス開

始後、利用者（ゲスト）から「１対１だと日

程が合わない」「見知らぬ個人と直接やり

取りするのは不安」といった要望が寄せ

られていました。事業拡大に向け、利用者

の要望に応える機能を開発し、新規ゲス

ト獲得、成約率の向上をめざし、各機能強

化・施策を行いました。

事業の目的
本事業では以下の開発およびマーケ

ティングを実施しました。

1.コンシェルジュ機能
LINE公式アカウントをプラットフォー
ムとした事務局のサポート体制を構
築。個人間のやりとりへの心理的ハー

ドルを下げる。

2.パートナーセールス
ホテル等のパートナー企業と提携。
パートナー経由の新規利用者を獲得
するため、割引クーポンコードを発行

する。

3.シェア獲得
インフルエンサーを起用したプロモー
ションで口コミを確保し新規ユーザー
につなげる。

実施内容
１.コンシェルジュ機能
仕組みを導入したところ２ヶ月間で目
標10件の問い合わせがあり、２件の
マッチング成約につながりました。

2.パートナーセールス
宿泊施設等と提携した割引クーポン
コード発行では、ホテル・レンタカー会
社10社（目標）とのパートナー契約につ
ながりました。

3.シェア獲得
再投稿によるインプレッション獲得率
50%を達成。この「口コミ」効果によ
り、約2ヶ月間でフォロワーが200人以
上増加し、６件の問い合わせにつなが
りました。

事業の成果
今後は、インフルエンサーによる継続
的な発信に加え、提携パートナーを通
じて、パンフレット配布等により、さら
なる認知度向上を図ります。「コン
シェルジュ体制」を旅の相談窓口とし
て定着させ、事前予約だけでなく旅行
中の即時ニーズにも対応可能な体制
を構築していきたいです。地元住民と
旅行者が交流する基盤を盤石にする
ことで、地元住民の収入の機会を増や
し、地域活性化モデルの確立に寄与し
ていきたいです。

事業の展望1 2 3 4



構
成
企
業

多忙なオーナーの求人作成負担をAIで軽減へ

ダイビング業界特化型の
人材プラットフォーム構築に挑戦

ダイビング業を中心にWeb制作やマーケティング事業を手がけるビットノット（那覇市、秋元智道代表）は、沖縄県の令
和７年度ＩＣＴビジネス高度化支援事業を活用し、慢性的な人手不足に悩むダイビングショップの採用活動を支援する
「業界特化型人材プラットフォーム」の構築プロジェクトに挑んでいます。AIによる求人情報作成支援などを通じて、ダ
イビング・マリン業界の人材定着と再循環を促進し、これまで埋もれていた業界内の潜在的なニーズを掘り起こすこと
で、持続可能な人材基盤を築くことが目的です。

令和7年度ICTビジネス高度化支援事業 技術高度化ステージ

ISCOハンズオン支援内容 ●遂行状況の確認・助言  ●事業報告の確認・助言  ●テストフィールドの発掘  ●技術情報展開支援  ●ビジネスモデル事業化支援  ●成果事例報告会の実施  ●年間有識者の派遣

■ビットノット株式会社
ダイビングショップなど海のプロを支えるクリエイティブカンパニーです。
予約管理SaaS「OKABAN-陸番-」やWeb制作で業務効率化と集客を
実現しています。

[事業内容]
代 表 者
設立年月
住 所
T E L
Webサイト

秋元 智道
2015年11月
沖縄県那覇市久茂地2-22-12久茂地UFビル7F
098-911-5289
h t t p s : / / b i t k no t . c o . j p

／
／
／
／
／
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ダイビングショップにとって、既存の総合
求人サイトでは業界特有の勤務条件や店
舗の雰囲気を詳細に反映することが難し
く、掲載費用の高い大手求人サイトは、個
人・小規模事業者が大半を占めるダイビ
ング業界にとって採用コストが見合わな
いという課題がありました。さらに現場も
兼任する経営者の多くは文章作成に割く
時間がなく、魅力的な発信ができないま
ま、紹介などの限定的な採用に頼らざる
を得ませんでした。同社は長年の業界経
験を活かし、求人・求職情報を可視化して
マッチングを促進するプラットフォームの
構築を決意。生成AIを活用した原稿作成
支援機能の実装を目指しています。

事業の目的
主な開発・実証内容は以下の3項目。

1.AI求人原稿自動生成エンジンの開発
2.求人データベースの構築
3.求職者データベースの構築

実施内容
求人・求職者データベースへの登録およ
びAI原稿生成において、それぞれ10件
以上の実証をKPIに掲げています。有識
者の支援を受けて求人事業者・求職者
のペルソナを設定し、それに基づくUI設
計と基盤システムの構築を完了しまし
た。現在は、那覇市内のダイビング
ショップの協力のもと、生成AIによる求
人原稿10件の作成テストを実施し、求
職事業者が迷わず編集できるか、生成
AIの使い勝手など、UI/UXの検証と改善
を重ねています。並行して、ダイバーや
学生にテスト登録を呼びかけ、応募フ
ローの利便性向上を図っています。

事業の成果
「インストラクター」「初心者向けショップ」
「自社船の所有」など、用意されたリストか
ら自店の特徴を選ぶだけでAIが約500字
のPR文を作成する本エンジンは、テスト利
用者から「1日がかりだった作業が30分で
済んだ」と評価を得ています。現在は実運
用を見据え、多様な店舗ニーズに対応する
ためのプロンプト最適化や、業界用語の精
度向上といったエンジン部分のブラッシュ
アップを継続しています。本プラット
フォームは成果報酬型モデルを軸とした、
新サービス「UMIBAN-海番-（ウミバン）」
としてリリースを開始しました。ダイビング
を一生の仕事として続けられる環境づく
りを支援していく方針です。

事業の展望1 2 3 4



ダイビングショップなど海のプロを支えるクリエイティブカンパニーです。
予約管理 SaaS「OKABAN- 陸番 -」やWeb 制作で業務効率化と集客を
実現しています。
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